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（名称） 

第１条 この会議は、子育て応援とうきょう会議（以下「とうきょう会議」という。）と称

する。 

 

（事務所） 

第２条 とうきょう会議は、事務所を東京都新宿区西新宿二丁目８番１号東京都福祉保健

局少子社会対策部計画課内に置く。 

 

（目的） 

第３条 子どもたちが心身ともに健やかに育つことができるとともに、子どもを産み育て

たいと望む人たちが安心して子育てできる環境を整備することは、社会全体で取り組ま

なければならない重要な課題である。そのため、様々な分野の関係機関・団体が連携し

ながら、社会全体ですべての子どもと子育て家庭を支援することのできる東京の実現に

寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 とうきょう会議は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) とうきょう会議参加団体の主体的な取組の促進に関すること 

(2) 社会全体で子育てを支援する機運の醸成に関すること 

(3) とうきょう会議参加団体間の連携に関すること 

  (4) その他、とうきょう会議の目的を達成するために必要なこと 



  

 

（構成） 

第５条 とうきょう会議は、別表に掲げる団体が指定する者及び委員（以下「委員」とい

う。）をもって構成する。 

２ 前項の委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。た

だし、再任を妨げない。 

３ 前項の団体・委員のほか、第３条の目的に賛同する団体を協働会員として組織する。 

 

（役員） 

第６条 とうきょう会議に次の役員を置く。 

(1)  会  長 １人 

(2)  副 会 長 ２人以内 

２ 会長は、委員の中から委員の互選により選任する。 

３ 副会長は、委員の中から会長が指名する。 

 

（職務） 

第７条 会長は、とうきょう会議を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代行する。 

 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は定めない。ただし、全体会議で定めたときはその期間とする。 

 

（会議の種別） 

第９条 とうきょう会議の機関として全体会議を置く。 

 

（全体会議の構成） 

第１０条 全体会議は、別表に掲げる委員をもって構成する。 

２ 全体会議は、次の事項を審議決定する。 

(1) 会長の選任に関する同意 

(2) 第４条に掲げる事業の具体的な企画・立案 

(3) 会則の改正 

(4) 予算及び決算 

(5) 解散 

(6) その他全体会議が必要と認めた事項や、運営に関する重要事項 

３ 全体会議は、委員の２分の１以上の出席によって成立し、議決は出席委員の過半数に

よる。なお、会長及び学識経験者以外の委員が欠席の時は、代理の出席を認める。 

 

（全体会議の開催） 

第１１条 全体会議は、原則として毎年度２回開催する。 

 

（全体会議の招集等） 



  

第１２条 全体会議は、会長が招集し、主宰する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、全体会議への出席又は

資料の提出等を求めることができる。 

 

（全体会議等の公開） 

第１３条 全体会議及びこれに係る資料は、原則として公開する。ただし、委員の発議に

より、出席委員の過半数で議決したときは、非公開とすることができる。 

 

（協働会員） 

第１４条 協働会員は、とうきょう会議が実施する第４条の事業に協力するか又はとうき

ょう会議と協働して子育て支援に関する取組を実施するものとする。 

 

（経費） 

第１５条 とうきょう会議の会計は、事業の実施に伴う収入、その他の収入をもってこれ

に充てる。 

 

（会計年度） 

第１６条 とうきょう会議の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 

 

（事務局） 

第１７条 とうきょう会議の事務及び会計を処理するため、東京都福祉保健局少子社会対

策部計画課に事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長及び必要な職員を置く。 

３ 事務局長は、とうきょう会議の事務及び会計を統括し、職員は事務局長の命を受け、

事務及び会計を処理する。 

４ 事務局長には、東京都福祉保健局少子社会対策部子供・子育て計画担当課長の職にあ

る者をもって充てる。 

 

（監査） 

第１８条 経費の適切な執行のため、監事を置く。 

２ 監事は、とうきょう会議の経費の執行について監査する。 

３ 監事には、東京都福祉保健局総務部計理課長の職にある者及び少子社会対策部保育支

援課長の職にある者をもって充てる。 

４ 監査は、当該年度の事業終了から翌年度の４月 30日までに行うものとする。 

 

（補則） 

第１９条 この会則に定めるもののほか、とうきょう会議の運営に必要な事項は、会長が

別に定める。 

 

附 則 

 この会則は、平成１９年１０月２４日から適用する。 

 



  

附 則 

 この会則は、平成２１年１月２６日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２１年 5 月２６日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２２年７月１６日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２４年１０月１８日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２５年８月３０日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２６年４月２３日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２６年７月３０日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２６年１２月１６日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２７年４月２３日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２８年１月１４日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２８年７月７日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成２９年２月６日から適用する。 

 

附則 

 この会則は、平成２９年７月２１日から適用する。 

 

附則 

 この会則は、平成３０年１月２９日から適用する。 

 



  

附則 

 この会則は、平成３０年６月２５日から適用する。 

 

附則 

 この会則は、平成３１年１月２１日から適用する。 

 

附則 

 この会則は、平成３１年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

  
別表 

子育て応援とうきょう会議構成団体・委員名簿 

   
分野種別 団体名等 

学識経験者 

（株）東レ経営研究所 主任研究員 兼 主席コンサルタント 渥美 由喜 

 日経 xwoman編集長、日経 ARIA編集長、 

 日経 DUAL創刊編集長、日経 ecomom編集長 羽生 祥子  

団体 

経済 

 （公財）日本生産性本部 

 東京商工会議所 

 (一社)東京経営者協会 

 東京都中小企業団体中央会 

労働  日本労働組合総連合会東京都連合会 

流通 

 （一社）日本フードサービス協会 

 日本百貨店協会 

 日本チェーンストア協会関東支部  

交通 

 関東鉄道協会 

 東日本旅客鉄道（株） 

 （一社）東京バス協会 

保育 

 東京都社会福祉協議会保育部会 

 （一社）東京都民間保育園協会 

 東京都認証保育所協会 

 （一社）日本こども育成協議会 

幼稚園 
 東京都国公立幼稚園・こども園長会 

 東京都私立幼稚園連合会 

医療  （公社）東京都医師会 

大学 
 公立大学法人 首都大学東京 

 ◎国立大学法人 東京学芸大学 副学長・教授 松田 恵示 

協働 
 府中市市民活動センター運営グループ 

 （特定非営利活動法人エンツリー） 

地域支援 

 特定非営利活動法人東京学芸大こども未来研究所 

 特定非営利活動法人ファザーリング・ジャパン 

 特定非営利活動法人せたがや子育てネット 

 東京都民生児童委員連合会 

行政 

 特別区児童主管課長会 

 東京都市保育・幼稚園担当主管課長会 

 西多摩町村福祉担当課長会 

  
※ ◎印は会長 

 


